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【次  第】 

 

１ 開 会 

 

 

２ 議 事  「福岡市水道水源かん養事業基金を活用した新たな 

取り組みについて（報告）」 

 

３ その他 

 

 

４ 閉 会 



福岡市水道水源かん養事業基金について 

   
１ 背景と基金の設置目的 
 
   福岡市は、政令指定都市の中で、唯一市内に一級河川が流れていないなど、地理的に水資 

源に恵まれていないため 、大正１２年の水道創設以来、主に近郊河川や市外のダムからの水 
資源確保に努めてきた。しかし、昭和５３年には異常少雨により渇水が発生し、287日にも 
及ぶ長期間の給水制限により、市民生活や社会活動に多大な被害をもたらした。 

    
それ以後、市外を流れる一級河川の筑後川からの導水など、さらなる水資源開発を行って 

きており、福岡市の水源は、約１／３を筑後川からの受水が占めるなど、その多くを市外に 
頼っている実情がある。 
 

   一方で、筑後川の上流域等の水源地域では、山村の過疎化、林業就業者の高齢化などによ 
り、担い手や資金の不足が進み、手入れの行き届いた森林の管理が難しくなっている実情が 
ある。 

    
そのような背景がある中で、福岡市の水道水を将来にわたり良質な状態で安定的に確保す 

るとともに、市民に水の大切さや水源地域に対する認識を深めてもらうことを目的として、 
本市水道水源のかん養機能の向上や水源地域との連携・協力を深める事業を行うため、平成 
９年度に「福岡市水道水源かん養事業基金」を設置した。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔基金設置根拠条例等〕

（設置）

第１条 福岡市の水道水源のかん養機能の向

上，水源地域の活性化等を図る事業を行うた

め，福岡市水道水源かん養事業基金（以下「基

金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は，一般会計

及び水道事業会計のそれぞれの歳出予算におい

て均等に定める額の合計額とする。

２ 前項の合計額は，各年度における水道料金

調定の基礎となる使用水量１立方メートルにつ

き１円をもって算定した額を目安とする。

（省略）

（処分）

第６条 市長は，基金の設置の目的を達成する

ため必要があると認めるときは，これを処分す

ることができる。

（省略）

附 則

この条例は，平成９年４月１日から施行する。

福岡市水道水源かん養事業基金条例（抜粋）

（趣旨）

第１条 この要綱は，福岡市水道水源かん養

事業基金条例（平成９年福岡市条例第42号。

以下「条例」という。）第７条の規定に基づ

き，福岡市の水道水源かん養機能の向上，水

源地域の活性化等を図る事業を行うために必

要な事項及び福岡市水道水源かん養事業基金

（以下「基金」という。）の積み立て方法を

定めるものとする。

（基金の処分対象事業）

第２条 基金の処分の対象となる事業は，次

の各号のいずれかに該当する事業とする。

(1) 本市水道関連水源林の造林，下刈，間

伐，枝打ち，その他水源林の造成整備事業

(2) 水源地域の活性化に資する事業

(3) 水源地域の地元自治体が主催する植樹

祭，その他の上下流交流事業

(4) 本市水道関連ダム周辺の水源林の用地取

得事業

(5) その他基金からの交付が適当と認められ

る事業

（省略）

（運営委員会）

第４条 条例第６条に規定する処分に関し

て，市長の諮問に応じ協議するため，福岡市

水道水源かん養事業基金運営委員会（以下

「運営委員会」という。）を設置する。

２ 運営委員会は，基金を処分し実施する事

業の内容，計画等に関することを協議する。

３ 運営委員会の組織及び運営に関して必要

な事項は，別に定める。

（以下省略）

福岡市水道水源かん養事業基金要綱（抜粋）

大渇水時の南畑ダム（S53 年） 

 

２  基金の現況  
平成９年度に設置した「福岡市水道水源かん養事業基金」は、『水道水を１㎥使用する 

   ごとに１円を積立てる』こととしたもので、１０年間で１５億円の積立てを目標にして、 
平成１８年度まで積み立てを行った。 

 
 
 
 
 
 
 

 

                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

３ 基金で行う事業 
   １０年間で積み立てた基金を活用し、本市水道関連ダム※1 の水源地域や、筑後川上流域の

水源地域※2等において、毎年度、以下の事業を行っている。 

 
    ※１ 本市水道関連ダム      曲渕・背振・長谷（市内）、南畑（那珂川町）、江川（朝倉市） 

瑞梅寺（糸島市）、久原・猪野（久山町）、五ヶ山（建設中： 

吉野ヶ里町・那珂川町） 

    ※２ 筑後川上流域の水源地域 〔 日田市（大山町・中津江村） 〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



運営委員会委員 (任期：平成26年8月1日から平成28年7月31日)

福岡市水道水源かん養事業基金　運営委員会　委員名簿

氏　名 役　　職　　名

学　識
経験者 神野

じ ん の

　健二
け ん じ

九州大学名誉教授
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市民代表 古賀
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ふくおかＮＰＯセンター代表

学　識
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　聡子
さ と こ 九州大学大学院工学研究院
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松原
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仁
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環境部長
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ゆ う き

　輝昭
てるあき

曲渕校区自治協議会会長

区分

市職員 井上
いのうえ

　隆治
り ゅ う じ

福岡市水道事業管理者

市職員 今長谷
い ま は せ

　潔
きよし

農林水産局農林部長

学識
経験者



 

 

福岡市水道水源かん養事業基金要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，福岡市水道水源かん養事業基金条例（平成９年福岡市条例第 42 号。

以下「条例」という。）第７条の規定に基づき，福岡市の水道水源かん養機能の向上， 

 水源地域の活性化等を図る事業を行うために必要な事項及び福岡市水道水源かん養事業

基金（以下「基金」という。）の積み立て方法を定めるものとする。 

 （基金の処分対象事業） 

第２条  基金の処分の対象となる事業は，次の各号のいずれかに該当する事業とする。 

(1) 本市水道関連水源林の造林，下刈，間伐，枝打ち，その他水源林の造成整備事業 

(2) 水源地域の活性化に資する事業 

(3) 水源地域の地元自治体が主催する植樹祭，その他の上下流交流事業 

(4) 本市水道関連ダム周辺の水源林の用地取得事業 

(5) その他基金からの交付が適当と認められる事業 

 （事業の実施団体） 

第３条 前条に規定する事業を行う団体は，本市が実施する場合を除き，次の各号に掲げ

る団体とする。 

(1) 公益財団法人 筑後川水源地域対策基金 

(2) 公益財団法人 福岡県水源の森基金 

(3) 水源かん養事業に関連する地方公共団体，その他の公的団体 

 （運営委員会） 

第４条 条例第６条に規定する処分に関して，市長の諮問に応じ協議するため，福岡市水

道水源かん養事業基金運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会は，基金を処分し実施する事業の内容，計画等に関することを協議する。 

３ 運営委員会の組織及び運営に関して必要な事項は，別に定める。 

 （補助金等の交付） 

第５条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付については，福岡市補助金交付規則

（昭和 44 年福岡市規則第 35 号）の定めるところによる。 

 （基金への積立） 

第６条 条例第２条に規定する基金への積立ては，３月に一括して行う。 

２ 各年度における基金への積立額は，当該年度の歳出予算額をもって定めた額とし，当

該年度の水道料金調定の基礎となる使用水量の実績による額との差額については，次年

度の積立額で調整する。 

 （委任） 

第７条 この要綱の施行に関し必要な事項は，別途市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は，平成９年４月１日から施行する。 

       附 則 

 この要綱は，平成 16 年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成 26 年４月１日から施行する。 



 

 

福岡市水道水源かん養事業基金運営委員会設置要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は，福岡市水道水源かん養事業基金要綱（以下「要綱」という。）第４

条第３項の規定に基づき，福岡市水道水源かん養事業基金運営委員会（以下「運営委員

会」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （組織） 

第２条 運営委員会の委員（以下「委員」という。）は，次の各号に掲げる者のうちから，

当該各号に定める数以内において市長が委嘱する。 

(1) 市民     ２名 

(2) 学識経験者等 ３名 

(3) 水源地経験者 １名 

(4) 市職員    ４名 

 （委員の任期） 

第３条 委員の任期は，委嘱された日から２年とする。ただし，前条第２号及び第４号に

該当する委員については，任期中であっても，本来の職を離れたときは，委員の職を失

うものとする。 

２ 委員に欠員が生じた場合は，市長は補欠委員を委嘱することができる。この場合にお

いて，補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 運営委員会に委員長及び副委員長１人を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は，運営委員会を代表し，会務を統括する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，副委員長がその職務を代理する。 

 （運営委員会） 

第５条 運営委員会の会議（以下「会議」という。）は，市長の諮問に応じ委員長が招集

する。 

２ 委員長は，会議の議長となる。 

３ 会議の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは議長の決する

ところによる。 

４ 委員長は，会議で決した事項について，市長に報告するものとする。 

 （事務所管） 

第６条 運営委員会の庶務は，水道局計画部流域連携課において行う。 

 （委任） 

第７条 この要領の施行に関し必要な事項は，別途市長が定める。 

附 則 

１ この要領は，平成９年８月１日から施行する。 

２ 平成９年度委嘱された委員の任期については，第３条の規定にかかわらず平成 10 年度

末までとする。 

附 則 

この要領は，平成 13 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，平成 14 年４月１日から施行する。 




